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１. はじめに 
木造住宅の耐震改修においては、構造設計者が住民に対

して複数の耐震補強方法と概算工事費および補強後の耐震

性能レベルを段階的に提示し、住民がその中から希望する

耐震性能レベルを選択できることが望ましい。住民が選択

する際に補強後の耐震性能レベルが理解しやすいように、

住民になじみがある気象庁震度階（以下震度階）によって

耐震性能レベルを表示することも、ひとつの方法と考えら

れる。本報告は、提案した震度階を用いた耐震補強等級に

適用できる震度階の範囲を検証したものである。 
２. 震度階と加速度応答スペクトル 

検証に用いた震度階は、震度 7・6 強・6 弱・5 強・5 弱
の 5 段階で、表層地盤による増幅率を第二種地盤として告
示（平 12建告第 1457号第 7第二号）の簡略法で計算した
安全限界検証用の加速度応答スペクトル（以下 Sa）を震度
6 強相当と考え、表 1 のように想定した調整係数により算
出した加速度応答スペクトルを震度 7・6弱・5強・5弱に
相当する Saとした。 

表 1 震度階による調整係数 

 
 
 
 
 
 
 
３. 設計クライテリア 

文献 1では、木造軸組構法建物の構造特性を図 1のよう
な荷重－変形関係として表している。これを参考に耐震補

強設計における設計クライテリアを倒壊しないレベルとし、

伝統的な構法建物においては応答変形角が 1/15rad以下、筋
かいや面材が支配的な構法（以下現代的な構法）建物にお

いては応答変形角が 1/30rad以下とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 木造軸組構法建物の構造特性 
 
 

 
４. モデル建物と復元力特性 

2 階建のモデル建物を図 2 のように一質点系に縮約し、
代表高さ He=4.65m、有効質量比 Me/M=0.95 とした。伝統
的な構法建物の復元力特性を図 3、現代的な構法建物のそ
れを図 4 に示し、いずれも降伏変形角 Ry を 1/100rad とし
た。また、建物の減衰定数 hは次式により算出した。 

h＝0.05＋0.2（1－1／√Df）    (1) 
Df＝R／Ry                   (2) 

 
 
 
 
 

図 2 一質点系への縮約 

 
 
 
 
 
 
 

図 3 伝統的な構法建物の復元力特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 現代的な構法建物の復元力特性 

５. 性能等価加速度応答スペクトル 

文献 2では、建物の復元力特性を、等価な減衰定数 h=5%
の加速度応答スペクトルに変換したものを性能等価加速度

応答スペクトル（以下 Se）と称している。これを用いてベ
ースシアー係数（以下 CB）と変形角 Rをパラメーターとし
てグラフ化し、各震度に相当する Saに重描きすれば、必要
なベースシアー係数（以下 nCB）を視覚的に捉えることが

できる。 
６. 震度毎の必要ベースシアー係数 

各震度に相当する Saと伝統的な構法建物の Seの関係を
グラフ化したものを図 5、同じく各震度に相当する Saと現
代的な構法建物のSeの関係をグラフ化したものを図 6に示
し、それらから求めた nCBを表 2に示す。 
 
 

震度階 調整係数 
震度 7相当 1.25 
震度 6強相当 1.00 
震度 6弱相当 0.75 

震度 5強相当 0.50 
震度 5弱相当 0.25 
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図 5 震度毎の Sa と伝統的な構法建物の Se 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 震度毎の Sa と現代的な構法建物の Se 
 
 
 

表 2 震度毎の必要ベースシアー係数 

７. 震度毎の必要補強量 

モデル建物の補強前の耐力を、伝統的な構法建物で

CB=0.10、現代的な構法建物で CB=0.15と仮定すると、必要
となる補強量をベースシアで表したもの（以下 nCr）が表 3
のようになる。震度 5強相当と 5弱相当の nCrは 0.05また
は 0（補強不要）で地震荷重としては過小であるが、震度 6
弱相当の nCrは伝統的な構法建物で 0.10、現代的な構法建
物で 0.30となり、耐震補強等級に用いる地震荷重の最小値
として妥当であると考える。 

表 3 震度毎の必要補強量 

８. まとめ 
以上の検討結果より、提案した震度階を用いた耐震補強

等級に適用できる震度階の範囲は、震度 7相当・6強相当・
6弱相当の 3段階となった。 
なお、今回の耐震補強等級には告示（平 12 建告第 1457
号）を下回る等級（震度 6 弱相当）が含まれており、その
等級による耐震補強工事は各地方自治体が定める補助対象

工事にならない可能性がある。しかし、予算や生活スタイ

ルの制約により告示レベルまでの耐震補強が困難な木造住

宅が少なくないことから、補助対象範囲が告示よりも低い

等級まで拡大されることが、木造住宅の耐震改修促進の一

助になると思われる。 
また、表 1 で想定した震度階による調整係数の値の妥当

性については、今後の検討課題としたい。 
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震度階 伝統的な構法 現代的な構法 

震度 7相当 0.50 0.95 

震度 6強相当 0.35 0.70 

震度 6弱相当 0.20 0.45 

震度 5強相当 0.10 0.20 

震度 5弱相当 0.05 0.10 

震度階 伝統的な構法 現代的な構法 

震度 7相当 0.40 0.80 

震度 6強相当 0.25 0.55 

震度 6弱相当 0.10 0.30 

震度 5強相当 補強不要 0.05 

震度 5弱相当 補強不要 補強不要 
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